
第１１弾

原油価格・物価高騰等総合緊急対策についてお知らせします。
（令和６年度一般会計補正予算第３号）

※令和６年５月２１日時点

補正予算額 2,440,000千円
Ⅰ 2,440,000千円生活者支援に関する事業



（仮称）低所得者支援給付金・定額減税補足給付金事業費（福祉保健部）

令和６年度住民税において、新たに非課税等となる世帯に対し給付金を支給します。
また、定額減税において、減税しきれないと見込まれる者に対し、その差額分を給付
金として支給します。

Ⅰ 2,440,000千円生活者支援に関する事業

①住民税非課税世帯等への給付（基準日：令和６年６月３日）
ア 令和６年度住民税が新たに非課税となる世帯 →１世帯につき10万円
イ 令和６年度住民税が新たに均等割のみ課税となる世帯 →１世帯につき10万円
ウ ア及びイの世帯の18歳以下の児童 →児童1人につき5万円

②定額減税に伴う調整給付
定額減税額が、令和６年分推計所得税額及び令和６年度分個人住民税所得割額を上回る者 →差額分

対象及び支給額

2,440,000千円（財源内訳 一般財源1,167,638千円 国補助等1,272,362千円）


